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本稿の目的は，教授人間学理論  (ATD) の視座から，「課題探究として証明す

ること」のカリキュラム開発プロジェクトの一環で開発されている「指導法」

の意味するところを整理し，カリキュラム開発の枠組みの役割をより明確にす

ることである．そのため，プラクセオロジーの視点から開発される指導法の特

徴づけを試みた．その結果，指導法として，数学構成  (MO) がより詳細に規定

されているとともに，教授構成  (DO) のタスクタイプが規定され，タスクタイ

プを達成するためのテクニックの選択・決定は教師に委ねられていることがわ

かった．換言すれば，この指導法は授業における教師の発問や教授行為を細か

く規定するものではなく，カリキュラムにおいてその根幹となる活動が授業の

中で生じるための最低限の方法を提示したものである．  
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１．はじめに 

本研究は，「課題探究として証明すること」

の学習を中学校において実現するためのカリ

キュラム開発についての継続的な研究プロジ

ェクト（以下，課題探究プロジェクト）の一

部である．これまで春期研究大会を中心に，

カリキュラム開発の枠組みを提案するととも

に（宮﨑・永田・茅野，2012），カリキュラム

を具体化する授業化（宮﨑・永田・茅野，2014）

の成果を報告してきた． 

一方，筆者は，カリキュラム開発において

意図された指導内容を盛り込んだ授業が，研

究者と実践者の協働により実現されるまでの

過程（授業化）に関心をもち，その過程にお

いて影響を受ける制約を特定するとともに，

開発したカリキュラムがどの程度実際に実現

可能なのかその可能性について議論してきた

（宮川, 2014）． 

これまでのプロジェクトでは，授業化にお

いて，指導内容はカリキュラム開発枠組みに



より規定されていたものの，指導法について

は特に定めてこなかった．そのため，授業化

における実際の指導方法の選択については，

研究者及び実践者の経験に依っていた．そし

て現在，今回の創成型研究課題でテーマにあ

るように，開発されたカリキュラムをより適

切に授業に導入できるようにするため，授業

実践に伴う指導法の開発が進められている．

では，その指導法とはどのようなものか．カ

リキュラムに規定される指導内容といかなる

関係にあるのだろうか．指導法を規定するこ

とは，教師の自由度をなくし，Teacher Proof の

カリキュラム（どんな教師であっても同じよ

うに指導できるカリキュラム）を目指すこと

になるのだろうか． 

本稿では，こうした疑問に答えるため，数

学教育学の一理論的枠組みである教授人間学

理論 (ATD) の視座から，「課題探究として証

明すること」のカリキュラム開発プロジェク

トで開発が企図されている「指導法」の意味

するところを整理し，カリキュラム開発の枠

組みの役割をより明確にしたい． 

そこで以下では，まず ATD の視点から指導

内容や指導法がいかに特徴づけられるかを示

し（第 2 節），課題探究プロジェクトにおいて

開発されてきたカリキュラムが何を規定し，

指導法が何を規定しようとしているのか，明

らかにする（第 3 節）． 

 

２．ATD の視点から 

（１）プラクセオロジー 

教授人間学理論 (ATD) は，シュバラール

氏により 1980 年に発表された「教授学的転置

理論」が発展したものである (Bosch & Gascón, 

2006; 2014)．教授学的転置理論においては，

数学が一つしかないものではなく， “institu-

tion” と呼ばれる社会的なコミュニティのよ

うなもの（数学者の集まり，技術者の集まり，

教師の集まり，学校，教室，家族，など）に

応じて異なった数学が存在すると考える．実

際，同じ数学的概念であっても，国によって

その扱いは大きく異なり，同じ数学が教えら

れているとは言い難い[1]． 

そして ATD では，そうした種々の数学を

「プラクセオロジー (praxéologie)」という概

念を用いて記述する (Chevallard, 1999; 宮川, 

2011）．これは，数学や数学的知識と一概に言

ってもそれが何を意味するのか明確ではない

からである．プラクセオロジーは，知識や技

能を，それに伴う実践的な営みや行為をも含

めてモデル化する．それは，実践的な営みを

記述する「実践部 (praxis)」と実践の背後にあ

りその根拠となる「理論部 (logos)」より構成

されるとする．さらに詳述すると，実践部分

は，解決する課題の種類である「タスクタイ

プ (type of tasks)」とそれを解決する「テクニ

ック (technique)」から，理論部分は，テクニ

ックの根拠となる「テクノロジー  (technol-

ogy)」とテクノロジーの背景となる「セオリー 

(theory)」から構成される．例えば，日本の中

学校第 1 学年で学習する 1 次方程式を考えれ

ば，1 次不等式を解く営みは，一つのプラク

セオロジーでモデル化されうる．実践部分は，

ax + b = cx + d (a, b, c, d  R) を解くというタ

スクタイプ，及びそれを解決する移項などの

テクニックからなり，理論部分は，等式の性

質及びそれを保証する方程式の理論（もしく

は実数の理論）などからなる． 

（２）指導内容と指導方法 

プラクセオロジーは，その定義の仕方によ

り，数学に関わる知識・営みのみならず，そ

の他の人間の営みにも適用できる．「きちんと

成し遂げられたいかなる人間の行為も，プラ

クセオロジーの語で概括する唯一のモデルに

包含されうる」(Chevallard, 1999, p. 223) こと

を前提とするのである．特に，数学教育に関

するものでは，教師がもつ数学の指導に関す

る知識や技能，その営みをモデル化できる．

そのため ATD では，数学的な知識や営みをモ

デル化するプラクセオロジーを「数学構成 



 

(organisation mathématique)」（以下，MO），教

師の指導における知識や営みをモデル化する

プラクセオロジーを「教授構成 (organisation 

didactique)」（以下，DO）と呼ぶ． 

授業における数学の指導・学習の活動を想

定すれば，生徒は数学的な知識を用いたり創

り出したりといった数学的な活動を営み，そ

れは MO によってモデル化されうる．一方，

教師はそうした MO を促す教育的な活動を営

み，それは DO によってモデル化されうるの

である．したがって，数学の指導内容は MO

に，指導方法は DO に包含されるものとなる．

ただし，カリキュラム開発のように教えるべ

き数学的内容としての MO と実際に授業で見

られる MO は異なる．ATD では，教授学的転

置の視点から，それぞれが属する “institution” 

が異なると考え，これらを区別する．この点

については，次節でより詳細に見ていく． 

また，学校数学に見られる数学構成 (MO) 

は，その指導の仕方つまり教授構成 (DO) と

独立に存在するものではない．数学構成と教

授構成は互いに影響し協調しあい，それぞれ

が決定される．この仕組みは ATD において

「相互決定 (co-determination)」と呼ばれる． 

 

３．カリキュラム開発から指導法開発へ 

以下では，ATD の視点から課題探究プロジ

ェクトが開発するカリキュラム及び指導法の

意味するところを，この創成型課題研究の宮

崎ほか (2017) の指導法開発を例に検討する． 

（１）開発対象 

課題探究プロジェクトは，カリキュラム開

発を目的とし，現在は同時に開発したカリキ

ュラムを実現するための指導法の開発に取り

組んでいる．これは，大局的に見れば，カリ

キュラムとして指導内容となる MO と指導方

法の DO，もしくはそれぞれの一部を開発対

象としていると捉えられる． 

一方，課題探究プロジェクトは，わが国で

定められた学習指導要領の範疇で開発を進め

ている．現在学校現場で指導されている数学

的な内容に変更をもたらすことなく，通常の

授業に課題探究プロジェクトで推奨される証

明の視点を導入しようとしているのである． 

こうした取り組みは，教授学的転置の視点

からすれば，図 1 のような転置過程における

「カリキュラム」部分の MOC と DOC を開発

対象としていると捉えられる[2]．一般に，転置

の過程は，国定カリキュラムや教科書に見ら

れる「教えられるべき数学」から教室に見ら

れる「教えられた数学」へというように記述

されることが多い．しかしながら，課題探究

プロジェクトで開発されている指導内容と指

導法は，学習指導要領に基づき開発され，教

室に持ち込むことを前提としていることから，

両者の間に位置すると言えよう． 

さらに，次節で述べるように，具体的な指

導内容や指導法は，領域には依存するものの，

必ずしも数学的な特定の内容（四角形や関数，

方程式など）についての知識や技能をモデル

化したものではない．むしろ，それは数学的

な内容を扱う際の証明についての知識や技能

である．そのため，開発対象は，MOC そのも

のというよりも，その一部である．このこと

は，DOC についても同様であろう． 

図 1 教授学的転置の視点から 

（２）カリキュラム開発 

課題探究プロジェクトでは，カリキュラム

開発にあたり，「開発枠組み」を設定するとと

もに，枠組みを学習指導要領で規定された各

学年の学習内容に適合させる「内容—活動対応

表」を作成する．前者では，証明の構想と構

成に関してそれぞれ二つのレベルを設定し，

そこに学習レベルの移行を設ける．この移行

過程を実現できるように，カリキュラムを開

発するのである．この移行過程は，学習内容

から独立した証明にかかわるものであるため，



後者の対応表により，各単元における学習内

容がどのような学習の移行過程に相当するの

か示す．例えば，以下は証明の構成について

の二つのレベルである． 

C1：前提と結論の間に命題の演繹的な連鎖を

形成する． 

C2：演繹的な推論を普遍例化と仮言三段論法

に分化して，前提と結論の間に命題の演

繹的な連鎖を形成する． 

学習レベル (P1, C1) から (P1, C2) への移

行が想定される単元では，証明を C1 として

ではなく，C2 として構成することが求められ

る（P1 は証明の構想に関する一つのレベル）． 

プラクセオロジーの視点からすれば，開発

枠組みと内容—活動対応表は，数学構成 (MO) 

の一部を記述したものである．すなわち，中

学校数学の授業において，また各学年や各単

元において，どのような数学的な活動を目標

とするのか示したものである．ただし，この

記述においては，具体的にどのような問題や

課題を用いるのか規定されていない．そのた

め，内容—活動対応表の記述は，この単元で「証

明する」という何かの課題（タスク）に対す

るテクニックにおける証明にかかわる側面の

性格が記述されているといえよう．ATD にお

いては，「証明する」という課題は，タスクタ

イプではなく，それよりもさらに大きな分類

となる「タスクジャンル (genre of tasks)」(Che-

vallard, 1999) と呼ばれるものである．この視

点からすれば，内容—活動対応表は，「証明す

る」というタスクジャンルに対して用いられ

るテクニックの証明にかかわる特徴を，学習

活動として記述しているといえよう． 

（３）指導法開発 

課題探究プロジェクトにおいては，開発さ

れたカリキュラムが具体的にいかに導入され

るのか，その実現可能性の検証も含めて，「授

業化」と呼ばれるカリキュラムの検証が実施

されてきた．図 1 でいえば，開発したカリキ

ュラムを教室に持ち込み（カリキュラムの右

にある右向き矢印），その成果をカリキュラム

開発に活かそうとする（左向き矢印）営みで

ある．授業化においては，無論のこと，指導

の仕方を検討する必要がある．プロジェクト

は，これまでその点について明確に規定して

こなかった．そのため，授業で見られる実際

の指導法については，研究者及び実践者の経

験に依っていた．図 2 は授業化の過程を図式

化したものである．プロジェクトのメンバー

である研究者は，実際の授業（教室）に導入

しようとする MOR と DOR をもっており，そ

れが授業レシピという形で明文化される．こ

の MOR に開発されたカリキュラムのアイデ

アが含まれており，DOR については特にプロ

ジェクトが定めるものは含まれていなかった． 

図 2 授業化の過程 (宮川, 2014) 

そして今回の創成型課題研究の宮崎ほか 

(2017) は，DO でモデル化されうるプロジェ

クトとしての指導法の開発を提案するもので

ある．では，それはどのようなものだろうか． 

課題探究プロジェクトで想定されている指

導法は，「学習レベルの移行に必要な学習活動

を実現する指導法」である．その開発のため

に，以下の三段階が提案されている． 

ア. 学習レベルの移行に必要な学習活動を考

案する 

イ. 学習活動を実現する指導法を単元展開に

組み込む 

ウ. 授業実践で指導法を評価・改善する 

宮崎ほか (2017) で検討されている学習レ

ベル (P1, C1) から (P1, C2) への移行におけ

る指導法開発を例にあげると，アの段階では，



 

C1 から C2 への移行がどのような学習活動に

よりなされるのか，より詳細に分析し，「A. 全

称命題の共用」，「B. 単称命題群への全称命題

の組込」，「C. 単称命題群における全称命題の

用い方の明示」という三つの活動を提案して

いる．この段階では，指導法というよりも，

C2 に向かう学習者の活動のあり方を示して

いる．すなわち，プラクセオロジーの視点か

らすれば，DO ではなく MO がより詳細に示

されていると言えよう．さらに，前述のカリ

キュラム開発と同様，これらの活動は数学的

な指導内容からは独立し，C1 と C2 の性質を

検討することにより特定されている． 

イの段階では，アで特定された学習活動を

単元展開の中に組み込み，数学的な指導内容

と証明にかかわり期待される活動を規定する．

宮崎ほか (2017) では，中学校第２学年図形

領域において (P1, C1) から (P1, C2) への移

行を設計し，「A. 全称命題の共用」の学習活

動を，対頂角が等しいことの証明から同側内

角の和が 180 度であることの証明までに位置

付けている．さらに，ここで規定された学習

活動を生じさせ，それを促進することが指導

法とされている．例えば，「全称命題の共用促

進」が (P1, C1) から (P1, C2) への移行を促

す指導法の一つとされる． 

プラクセオロジーの視点からすれば，ここ

での指導法は，基本的により詳細に記述され

た MO の実践部分を促進することや設定する

ことであり，教師が授業の中で取り組むべき

課題（タスク）である．また，特定の活動と

いうよりもいろいろな場面で課題となるタス

クであることから，教師の取り組む「タスク

タイプ」と捉えられる．これは，DO の一部で

はあるが，授業において具体的にどのように

課題設定し発問し指導するのかといったこと

や，その背景にある思想や理念ではない．す

なわち，DO のテクニックやその理論部分で

はない．したがって課題探究プロジェクトで

は，授業で教師が取り組むべき課題は規定さ

れるものの，それをいかに解決すべきかにつ

いては教師に委ねられているのである．また，

実際の授業の中での指導法は，扱われる数学

の内容に応じても変化する（MO と DO の相

互決定）．DO のテクニックは，MO に応じ，

そして教師のもつ指導についての理論部分

（例えば，問題解決型授業，構成主義的な授

業，など）に応じて決定されるのであろう． 

最後に，指導法開発のウの段階においては，

カリキュラム開発の際の授業化と同様，指導

法を適用した授業実践を実施し，指導法をさ

らに改善する．これは，図 1 における「カリ

キュラム」と「教室」の両方向の矢印に相当

する活動である．そして，その過程も授業化

同様，図 2 の過程を経ることになる．すなわ

ち，その過程では，研究者と実践者のもつ経

験や思想・理念などが一体となって授業実践

が推進されるのである． 

 

４．おわりに 

本稿では，教授人間学理論 (ATD) の視座

から，「課題探究として証明すること」のカリ

キュラム開発プロジェクトの一環で開発され

ている「指導法」の意味するところを整理し，

指導法が何を規定し何を規定しないのか，カ

リキュラム開発の枠組みの役割を考察してき

た．その結果，課題探究プロジェクトで開発

される指導法は，プラクセオロジーの視点か

らすれば，教授構成 (DO) のタスクタイプで

あると判断できた．それは，換言すれば，授

業における教師の発問や教授行為を細かく規

定するものではなく，カリキュラムにおいて

その根幹となる生徒による証明活動が授業の

中でより適切に生じるために規定された最低

限の指導法であった．実際，課題探究プロジ

ェクトが規定するタスクタイプを達成するた

めのテクニックの選択・決定は教師に委ねら

れる．それは，数学的な指導内容 (MO)，教師

と生徒らが作るクラス文化，教師の数学指導

に対する思想や理念（DO の理論部）など，多



くの要素の影響を受け決定される． 

課題探究プロジェクトにおける指導法開発

のこうした方針は，教師の自由度が大きいた

め，プロジェクトで開発したカリキュラムの

実現可能性を高める．その一方で，カリキュ

ラム開発にかかわる指導法において新たな視

点を導入することも興味深いように思う．と

りわけ，「探究」という点においては，探究に

ついての革新的な考え方をもたらした「世界

探究パラダイム」 (Chevallard, 2015) や世界的

に導入が進められている探究型学習  (In-

quiry-Based Learning)[3] など，今日多くの新た

なアイデアが提案されている．こうしたこと

を採り入れた指導法の更なる検討も可能では

ないだろうか． 

 

注 

[1] 証明の場合は，宮川  (2013), Miyakawa 

(2017) を参照されたい． 

[2] 図 1 は転置過程の一部を示した． 

[3] ヨーロッパの場合は，PRIMAS プロジェク

ト (http://www.primas-project.eu/) を参照． 
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